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一般保証制度のご案内

手付金保証制度・手付金等保管制度のご案内

弁済制度について

●法人代表者の個人保証（連帯保証）が不要
法人会員が初めて一般保証制度を申し込む場合でも「法人代表者の個人保証（連帯保証）」が必要ありません。

●お客様の署名押印が不要
当制度の申込みの際、お客様（被保証者）の署名押印が不要であるため、申込みまでの作業・時間が省略できます。

●一般保証制度登録制に登録すると、以下のメリットがあります
・一般保証登録宅建業者であることが保証協会のホームページで一般公開される。

・登録証、ステッカーが交付される。

・自社の物件広告等において、制度が利用できる広告表示が可能になる。

・一般保証制度の利用の申込みの際、法人の登記事項証明書の提出が免除される。

売主・買主ともに一般消費者で、会員が流通機構登録物件を

客付媒介する売買契約において、買主が売主に支払う手付金

を万一のために保全（保証）する制度です。

手付金保証制度

会員が自ら売主となる完成物件の売買契約において、受領す

る手付金等の額が 売買代金の10％または1,000万円を超え、

売主会員に保全義務が生じる場合に（宅建業法41条の2）、

当協会が売主会員に代わって手付金等を受領し、物件の登

記、引渡しがあるまで保全（保管）する制度です。

会員業者と宅地建物取引をしたお客様が損害を受け、苦情の

解決が困難な場合には、当協会がその債権を認証することで、

被害相当額（上限あり）の払い渡しを受けることができます。

手付金等保管制度 ■ 制度の詳細
（公社）不動産保証協会ホームページ（会員専用ページ）

■ 制度に関するお問い合わせ
（公社）不動産保証協会 総本部事務局
TEL.03-3263-7055

■ 制度の申込み窓口
所属の地方本部事務局

お客様 会員

協会

保証のお知らせ

 

※各事案の詳細はホームページ（会員専用ページ）内
の に掲載されております。

一般保証制度の他、法定研修会、弁済業務、各種保全制度など、保証協会の各種情報が掲載されております。

（公社）不動産保証協会ホームページ ▶▶ 検索不動産保証協会

審査結果 社数・件数 金　　額

認証申出 6社 6件 33,091,191円 
認　証 4社 4件 17,196,384円 
保留・条件付認証 1社 1件
否　決 1社 1件
令和元年度認証累計 28社 38件 124,187,115円 

令和元年度 第8回弁済委員会 審査明細
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今、注目のまち、那覇市

不動産実務者が知っておきたい
建築基準法改正のポイント
タクミプランニングサポート一級建築士事務所　溝渕 匠

＜法律相談＞

合意解除後の滞納管理費の支払義務
弁護士　渡辺 晋

＜税務相談＞

被相続人が相続の開始直前に老人ホームに入居していた場合の
「相続した空き家の敷地を譲渡した場合の特別控除の特例」
税理士　山崎 信義

＜賃貸相談＞ 

契約書がない場合の賃貸人による解約手続
弁護士　江口 正夫

＜宅建士試験合格のコツ＞

不動産取得税と固定資産税
行政書士　植杉 伸介

＜進む！ 業界のIT化＞

IoTとサービス
ライナフ　滝沢 潔

＜物件調査のノウハウ＞

下水道の公設桝の調査の仕方
不動産コンサルタント　津村 重行

＜海外不動産事情＞

マレーシアの公共インフラと民族優遇策
日本不動産研究所　松浦 康宏

新機能満載！ラビーネットのご紹介
地方本部の動き
新入会員名簿
NEWS FILE

4

識名園
COVER PHOTO

首里城の東に位置する識名園は、1799年に
琉球王家の別邸として建てられた。1945年の
沖縄戦で破壊されたが、その後、復元されて
2000年12月には、ユネスコ世界遺産として登
録される。見どころの御殿（写真中央）からは、池
や石橋、六角堂のあずまやなどを見渡すことがで
きる。休園日は毎週水曜日（GW中は開園）。

ウドゥン

写真：アフロ



「なはで暮らし、働き、育てる」

住みたい人が住める

当たり前の地域を目指して

首里城から望む那覇市内

日本有数のリゾート地として国内外問わず多くの

観光客が訪れる那覇市。同市は2021年に「市制

施行100周年」を控え、より住みやすい都市を目

指して、大きく生まれ変わろうとしています。

玄関口となるゆいレールの「那覇空港」駅
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今、注目のまち - Vol.3

［沖縄県］

なはし

那覇市

巻頭特集 1

　那覇市を訪れる外国人観光客の数は2018年に約237万人を記

録し、10年前と比較すると約10倍になっています。その背景には

2014年の那覇クルーズターミナルの開港があり、空と海に玄関口

を有する都市となり海外からのアクセスがよくなったことが挙げられま

すが、どうやらそれだけではないようです。

　那覇市ではインバウンドの風潮が強まる中、「外国人観光客に快

適に過ごしてもらいたい」との気持ちで、2012年度より公衆無線

LANの整備を進め、市内主要観光地において無料でWi-Fiを利用

できる環境を提供しています。観光に関しては、英語、中国語、韓国

語に対応可能な人材を観光協会が運営する観光案内所に配置し、

市内の観光案内板や各種パンフレットなどの多言語対応にいち早く

取り組んできました。また那覇市では、観光客だけにとどまらず、外国

人居住者の数も年々増加していることから（図表1）、市庁舎を訪れ

迅速な環境整備が外国人観光客の増加に



特徴的な外観の那覇市役所 市民、観光客の交通を支えるゆいレール
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他市への転出により那覇市の人口が減少

公示地価と家賃が高騰する理由とは

た外国人居住希望者がいつでも相談できるように、庁舎内の

総合案内に多言語（英語、中国語、韓国語等）を話せる人員

を配置しています。市の担当職員は「文化の違いがあるので当

然問題も発生しています。ただ、多くの外国人観光客が訪れて

いることで官民ともに受け入れの環境整備が進み、本市に居

住する外国人の方々にとっても過ごしやすい環境が整えられて

きていると思います」と話しています。そして今後も増加が見込

まれることから、これまで担当部署、関係機関および関係団体

が連携して行っていた取組みを2020年度からは専門部署を

設けて対応する予定です。

　報道により沖縄県の人口増加が顕著であることは知られて

いますが、那覇市に関しては例外のようです。市の職員による

と「沖縄県の本土復帰（1972年）前から那覇市の人口は増

加しており、1990年ごろに一度ピークを迎えた後、減少局面

を迎えました。しかしその後、米軍の住宅地区が返還され、新

都心と呼ばれる地域が整備されたことにより、2005年ごろから

再び増加しています。ただ今後は人口減少の加速が予想さ

れ、その傾向は推計よりも早いと考えています」（図表２）。理

由は「那覇市から他市への転出数は若干の上下はあるもの

の、本市への転入数は逓減傾向にあるからです」とのこと。人

口減少については市の職員だけではなく、市民も問題視してお

り、地元で不動産業を営む有限会社スタプランニング代表の

赤嶺剛氏は「確かに沖縄県の人口自体は増えていますが、那

覇市の人口は徐々に減少しているのが現状。それは那覇市に

住んでいる人たちが他の市に流出しているからではないか」と

言います。なぜこのような現象が起こるかというと、近年見られ

る那覇市の地価と家賃（図表３）が、周辺の市と比べて上昇し

ていることが原因のようです。

　那覇市は2013年から７年連続で公示地価が上昇し、最新

の基準地価上昇率によると全国で２位となっています。市民と

観光客の足を支えるゆいレール沿線のエリアは、多くの商業施

設や高層マンションの建設によって都市化が進み、地価や家

賃が高く跳ね上がるのも当然といえます。しかしこの現状に苦

出典：総務省「【外国人住民】平成28～ 31年住民基本台帳人口（市区町村別）」

出典：「那覇市まち・ひと・しごと創生総合戦略」平成28年3月

出典：「おきぎん賃料動向ネットワーク調査（2016年、2018年）」を基に那覇市で作成。

図表１　那覇市の外国人居住者数の推移

図表２　地区別人口推移と本市独自推計による将来人口

図表３　那覇市各エリアと他市の家賃相場の比較
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覇市は2018年に第５次那覇市総合計画を策定しました。基

本構想におけるまちづくりの将来像「なはで暮らし、働き、育て

よう！笑顔広がる元気なまち NAHA ～みんなでつなごう市民

力～」を掲げています。市が抱える住宅問題や出産育児など、

様々な課題に対し効果的な施策を実施することで、課題解消

に努める考えです。また、2021年に「市制施行100周年」、

そして次世代の100年を迎えるにあたって、那覇市は大きな

転換期を迎えます。

　そんな盛り上がりの最中、2019年10月31日、沖縄県のシ

ンボルの首里城が火災に見舞われ、正殿と北殿、南殿などが

焼失してしまいました。那覇市は「首里城は県民にとって沖縄

の歴史文化の象徴であり、これらを失った喪失感は火災から

半年ほどたった今でも埋まるものではありません」と苦しい胸

のうちを語りながらも、火災当日に全国各地から電話やメー

ル、電子相談システムによるお見舞いや励ましの言葉ととも

に、寄付を申し出る声に勇気をもらったと言います。この励まし

を受けて、那覇市は募金箱の設置、翌11月1日には首里城

再建プロジェクトとしてクラウドファンディングと口座振込によ

る寄付の受付を開始しました。１月23日時点で約13億

4,800万円もの寄付金が集まったそうです。このような皆さま

の思いを受け、「県民の財産であり、心の拠りどころでもある

首里城の一日も早い再建に向け、市としてもできることをしっ

かりと果たしていきたい」と言います。また、沖縄の歴史をなぞ

らえながら「激動の時代を歩んできた本市は、先人たちのたゆ

まぬ努力に想いを馳せ、これまで100年で築き上げた風格を

言を呈しているのが赤嶺氏です。それは、那覇市に住みたいと

思っている人、特に30代のファミリー層にとって、家賃が高い

ため、住むことを断念せざるを得ない状況にあるそうです。その

背景を聞くと「市内に家を建てる土地がないからです。これは

第一種低層住居専用地域が多くを占めていることが関係して

います。また密集しているエリアが多くあるので開発がなかな

か進みません。だから新しい住宅、特に戸建てを建てることが

できないのです。観光の力で那覇市は繁栄し、地価や家賃の

高騰という現象は起きていますが、一方で、新たに家を建てる

土地がないのです。今後は空中権の考え方を踏まえて、上に

居住エリアを作っていくしかないので、いま那覇市では高層マ

ンションの数が増えているのです。人口流出を防ぐためにはワ

ンルームではなく、ファミリーが住める２LDK、３LDKクラスの

住居が必要です」（赤嶺氏）。

　また、第一種低層住居専用地域が多く残ることで独居老

人が増加し、結果的には空き家問題にもつながっていくと言

います。那覇市が抱える住宅課題に、赤嶺氏は都市開発の

見直しを目的に県や市、不動産コンベンション協議会等、多く

の場に足を運んで問題提起しています。

　人口減少および那覇市が抱える住宅問題は、市と住民と

が理解を深めながら解決していくことが不可欠といえます。那
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首里城の火災でより強く芽生えた気持ち

地価変動率＋27.30％を記録した「国際通り」周辺 正殿をはじめ7棟を焼失した首里城牧志駅エリアは高層マンションが立ち並ぶ

ビジネス街の久茂地エリアには、ホテルが密集 那覇新都心のおもろまち駅付近は商業ビルが並ぶ 龍潭（りゅうたん）池越しに見える首里城の姿もいまはない



沖縄県本部長
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　当社は店舗の設計・施行を行うデザイン事務所としてスタートした会社ですが、その後、建設業、不動産業と仕事の幅を大き

く広げて、今では企画から建築物の施工までトータルに業務を行っています。

　不動産事業に関していうと、昨年の11月ころから売上は少し下降気味ではありますが、そのような状況の中でも外国のお客

様の需要はまだまだあります。特に中国の方が多く、４、５年前から多くの問い合わせをいただいています。現在は保証会社が

充実しているので、保証会社が問題ないと判断すれば、躊躇せずに契約を進めます。今のところ特にトラブルは起こっていませ

ん。ポイントは、我々の役目である重要事項説明を外国の方にいかにしっかりと行えるかどうかではないでしょうか。当社では、

WUB沖縄（WordwideUchinanchu Business Association OKINAWA）のネットワークや、よろず相談所を活用して、通

訳・翻訳のできる方を紹介してもらうことで、言葉の壁といった問題をクリアしています。そのような支援や組織を活用することに

より人脈も広がり、現在では毎年インターンシップとして２週間ほど海外の方の受け入れも行っています。外国のお客様の中に

は、言葉が障害となって、「部屋を借りることができなかった」という方も少なからずいます。当社のホームページは、英語、中国

語、韓国語にも対応しているので、そのような方からの問い合わせもいただいています。

　地元地域に根ざす不動産業者としては、いつまでも地元が活気づいていることを願っています。その一環として、地元の方

とまちづくり協議会を立ち上げてお祭りを企画したり、ボランティアとして花壇造りや地域清掃などを行ったりしています。那覇

市全体の問題も注視していますが、近くの地域の方と手を取り合って地元を元気にすることも大事なことだと思っています。

　沖縄県は人口の増加率が全国で２番目に高く（2018年）、都市部では住宅の需要が堅調な状
態が続いています。また2019年の入域観光客数が初めて1,000万人を超えるなど、国内・外国客
ともに増加を続けています。受け皿としてのホテルや宿泊施設の建設も活発で、用途地域としての
商業地の地価を飛躍的に押し上げることになりました。物流施設の需要は逼迫しており、工業地
域の地価上昇に表れています。2020年は那覇空港の第２滑走路の供用が開始し、今後は社会
インフラの整備とともに、「沖縄らしい」生活のできる県へと、バランスのとれた発展を願っています。

地域ネットワークの活用で言語の壁も解決

赤嶺 剛氏

土田 英明氏

Interview

有限会社スタプランニング　代表取締役兼営業本部長

那覇市に詳しい方にうかがいました

地方本部長からひとこと

有限会社スタプランニング
沖縄県那覇市与儀２丁目7-3
ＴＥＬ：098‐833‐5519
定休日：日曜日、祝日

有限会社スタプランニング

在、抱えている住宅課題を解決して、徐々に多くの若い世代の

ファミリー層がより安心して住むことができる街になれば、那覇市

が目指す「市民の笑顔が広がる“わったー自慢”のなは、那覇、

NAHA」を築くことができる日もそう遠くはないかもしれません。

大切にするとともに、これからの100年に向けて確実な一歩

が踏み出せるよう、新たな礎を築いていかなければなりません」

と力強く語っています。

　恵まれた観光資源を糧にめざましい発展を遂げた那覇市。現

ひっぱく



　2018（平成30）年9月、2019（令和元）年6月および2020（令和2）年4

月と、建築基準法および施行令の改正が行われています。不動産実務

においては空き家等の利活用の可能性が拡がる内容になっています。

不動産実務者が知っておきたい
建築基準法改正のポイント
既存建築ストック活用を中心に

　一連の建築基準法改正の背景として

は、①建築物・市街地の安全性の確

保、②既存建築ストックの活用、③木造

建築をめぐる多様なニーズへの対応が

あげられています。

　①については、糸魚川市大規模火災

（平成28年12月）や埼玉県三芳町倉庫

火災（平成29年２月）などの大規模火

災による被害を踏まえ、建築物の安全

性や密集市街地の解消を進めようとす

る施策で、不動産実務において知って

おきたいポイントは「建蔽率の緩和要

件」が拡大されたことです。以前は防火

地域で耐火建築物であれば10％緩和

されていましたが、改正により、準防火

地域の耐火建築物等または準耐火建

築物等でも10％緩和されることとなり

ました。これは糸魚川の火災が準防火

地域であったものの、築年数の経った

木造住宅が密集していたことが大火の

要因のひとつであったことと、準防火地

域において延焼を防止する性能を

もった建築物への建替えを促進するこ

とが狙いとしてあります。

　②については、空き家等を福祉施

設・商業施設等に用途変更する際に、

大規模な改修工事を不要とし、手続き

についても合理化を図る施策です。不

動産実務において知っておきたいポイ

ントは「用途変更による確認申請」が必

要となる規模が「100㎡超から200㎡

超」へ見直されたことと、「小規模建築

物（延べ面積200㎡未満かつ階数3以

下）」の建築物に対する防火・避難規定

が緩和され、既存建物の利活用の可能

性が拡がったことです。

　③については、木造建築物等に係る

制限が緩和され、不動産実務において

知っておきたいポイントは、「耐火建築

物等とすべき木造建築物の対象」が

「高さ13ｍ超・軒高9ｍ超」から「高さ

16ｍ超・階数4以上」となることです。

　そのほかにも「老人ホーム等に係る

容積率制限の合理化」（共同住宅と同

様に、老人ホーム等の共用の廊下・階

段の床面積を容積率の算定対象外に）

や「条例による接道規制の強化が可能

な建築物の対象拡大」（袋路状道路に

のみ接する大規模な長屋等の建築物

について、条例により、共同住宅と同様

に接道規制を付加することを可能に）、

「共同住宅等の界壁に関する遮音規制

の合理化」（天井を基準に適合する遮

音性能を有するものとすることで、界壁

が小屋裏、天井裏に達するものでなく

てもよい）等、今回の改正は多岐にわた

る大規模な法改正といえますが、やはり

社会的な問題となっている空き家活用

を促進する改正がポイントです。

　今回の法改正で顕著なのは「小規

模建築物（延べ面積200㎡未満かつ

階数３以下）」に対する防火・避難規

定の緩和です。法改正前であれば、既

存の３階建ての建物を福祉施設等に

用途変更しようとした場合、耐火建築

物とする必要がありましたが、今回の

改正で警報装置の設置等、在館者が

迅速に避難できる措置をとれば耐火
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ニュースの解説巻頭特集2

法改正の背景および概要

「小規模建築物」の用途変更の
可能性が拡大

タクミプランニングサポート一級建築士事務所

溝渕 匠  Mizobuchi Takumi

一級建築士、既存住宅現況検査技術者、
公認ホームインスペクター（住宅診断士）
1990年（株）巴組鐵工所［現（株）巴コーポレー
ション］入社。2003年に建築設計事務所として独
立。現在は住宅の検査・診断を中心に活動。



建築物とすることが不要となりました

（図１）。また２階建てでも３階建てで

も福祉施設等がその階で50㎡を超え

る場合は２以上の直通階段が必要と

されていましたが、これについても、こ

の４月の施行令改正で「小規模建築

物」であれば階段の安全確保を図るた

めの区画等を設けることで、階段は1

つでも適合することになります（図２）。

加えて同じく４月の改正により「小規模

建築物」の場合、「敷地内通路」の幅が

法改正前は1.5ｍ以上必要であったも

のが90㎝以上確保すればよいことに

なります（図３）。これらの緩和は「小規

模建築物」の「新築」も対象になります

が、メリットが大きいのはやはり既存建

築物の用途変更といえます。法改正以

前は、福祉施設等への転用を検討して

も大規模な改修工事が必要であること

が判明し、事業化できないケースが数

多くあったと思われますが、今後は可

能性が拡大すると思われます。なお、注

意が必要なのは、今回の法改正で用

途変更の手続きが合理化され、200㎡

以下であれば確認申請が不要となり

ましたが、法令を遵守した用途変更と

しなければならないのは当然のことの

です。ただ手続きが合理化されたこと

で、確認の審査にかかる時間が不要と

なることは事業化のスケジュール等を

見通すうえでは大きなメリットがあり、

建物所有者への事業提案は行いやす

くなると思います。
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図１　３階建ての戸建住宅等を他用途に転用する場合の規制の合理化

図２　小規模建築物における直通階段の設置の合理化 図３　小規模建築物に係る敷地内通路の幅員の見直し

→ 就寝中の火災時の逃げ遅れに配慮

（1） ３階建の場合、壁・柱等を
　　耐火構造とする改修（石膏ボードを
　　張るなどの大規模な改修）を実施
（2） 非常用照明の設置など

（1） ３階建で200㎡未満の場合、壁・柱等を耐火構造とする改修は不要

（2） 非常用照明の設置など（左と同様）

［必要な措置］ ・飲食店等： 特段の措置は不要
　　　　　　 ・就寝用途： 早期避難の措置のみ→警報設備等の設置

→ 高齢者等の避難時間に配慮し、
　 避難経路となる階段を煙から守るための措置
　 （スプリンクラーまたは扉の設置）を実施　
→ 避難経路の安全確保
　 主要な間仕切壁等による延焼防止

警報設備の設置

階段の安全措置

非常用照明の設置など

階
段

階
段

階
段

廊
下

廊
下

廊
下

廊
下3階

2階

1階

3階

2階

1階

廊
下

廊
下

廊
下

廊
下

廊
下

2以上の直通階段

延べ面積200㎡以下

壁または防火設備区画

延べ面積200㎡以下

同等の避難
安全性を確保

図2・図3出典：国土交通省「平成30年改正建築基準法に関する説明会」資料より抜粋・編集

出典：国土交通省「建築基準法の一部を改正する法律案改正概要」より抜粋・編集

例：グループホーム
　  への改修事例

耐火構造とする
改修は不要

改
正
前

改
正
後

第27条

第27条

第35条

第27条

非常用照明：第35条
防火区画（扉の設置、間仕切壁）：第36条

3階建て以下・200㎡未満

90cm
以上

（避難困難者の就寝用途には、さらに配慮）宿泊施設
福祉施設（ ）



合意解除後の
滞納管理費の支払義務

　合意解除によって売買契約は当

初から存在しないものと扱われます

から、管理費を支払う義務はありま

せん。

　さて、マンション管理における管理

費を確保するため、管理費の滞納が

あるマンションの住戸を譲り受けた

者（特定承継人）は、滞納管理費の

支払義務を引き継ぐものとされてい

ます（区分所有法７条、８条）。いった

ん滞納管理費の支払義務を負担し

た以上は、その後住戸を譲り渡して

も、特定承継人としての支払義務を

免れません［大阪地判平成21.3.12

（判タ1326号275頁）、大阪地判平

成21.7.24（判タ1328号120頁）］。

　約700万円の滞納管理費の支払

義務があるマンションの住戸を、Ａ

がＢに代金550万円で売却したもの

の、購入後に多額の滞納管理費が

あったことがわかったために売買契

約が合意解除になった場合におい

て、合意解除後にもＢに管理費支払

義務があるかどうかが問題になっ

た事案が、東京地判平成29.9.22

（LLIL07230567）です。

　まず、Ｂはいったん住戸の譲受人

となっていますから、住戸の権利者

でなくなった後にも特定承継人とし

て管理費の支払義務を免れないと

考える余地もありますが、合意解除

により特定承継人ではなくなってい

ることから、特定承継人としての義務

を負うものではありません。

　また、民法545条１項で解除の効

力につき「第三者の権利を害するこ

とはできない」と定めているため（同

項ただし書き）、管理組合が合意解

除後の第三者にあたり、その権利を

害することはできないと考えられる

可能性もあります。しかし、判決で

は、「一方当事者の債務不履行を理

由とする合意解除や他方当事者の

一方的意思表示による解除におい

ても、当該解除により解除の対象と

なった契約が遡及的に消滅すること

によって、第三者の権利を害すること

はできない(民法545条１項ただし

書き参照)。しかしながら、契約解除

の遡及効を制限して第三者を保護

するという趣旨に鑑みれば、ここにい

う第三者とは、解除の対象となった

契約関係を前提として、これが解除

されるまでの間に、当該契約の目的

物について別個の新たな権利関係

を取得した者をいう」として民法545

条１項の第三者の範囲を画したうえ

で、「管理組合がＢに請求するのは、

山下・渡辺法律事務所 弁護士 渡辺 晋
1980年一橋大学卒業、三菱地所入社。1989年司法試験合格。1990年に三菱地所退社。1992年
弁護士登録（第一東京弁護士会所属）。マンション管理士試験委員。近著に『民法改正の解説』
（2017年6月、住宅新報出版）など多数。

　マンションの住戸を購入しましたが、購入後に多額の管理費滞納があったことが判明
して、売買を合意解除しました。ところが、合意解除の後になっても、管理組合から管理費
の支払いを求められています。私には管理費を支払う義務があるのでしょうか。

Question

Answer

１． 管理費支払義務はない 3． 東京地判平成29.9.22

2． 特定承継人の
滞納管理費支払義務
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Ｂが本件売買契約に基づき本件専

有部分の区分所有権等を取得する

より前に既に発生していた管理費等

であるところ、この既発生の管理費

等については、本件管理組合が、Ｂ

が本件専有部分の区分所有権等を

取得したことを前提として別個の新

たな権利関係を取得したという関係

にはない」と述べ、Ｂに対する請求を

否定しました。

　管理費債権の消滅時効は５年で

すが（最判平成16.4.23判時1861

号38頁。改正後の民法166条1項2

号）、民法には、「時効は、当事者が

援用しなければ、裁判所がこれに

よって裁判をすることができない」と

定められており（同法145条）、訴訟

の場で時効消滅の援用がなされず

に判決が確定すれば、５年の期間が

経過していても、管理費の支払義務

が確定します。「確定判決又は確定

判決と同一の効力を有するものに

よって確定した権利については、10

年より短い時効期間の定めがあるも

のであっても、その時効期間は、10

年とする」とされています（改正後の

民法169条１項）。

　東京地判平成29.9.22は、長期

にわたる管理費が滞納されていたと

ころ、以前に訴訟により滞納管理費

の支払いが求められた際、時効の援

用がなされなかったことから、５年

以上前の滞納管理費についても、確

定判決により10年間支払義務があ

ることが確定していた事案でした。

売買契約が合意解除になったのは、

売主が５年超の期間が経過した管

理費債務は時効消滅していると誤

解をしていたという事情があったよ

うです。

　宅建業者がマンションの住戸の

売買を仲介する際には、滞納管理費

の状況について十分に精査し、これ

を正しく当事者に説明をしておかな

ければなりません。

●民法545条１項は、契約が解除された場合に第三者の権利を害することはできないと定めているところ、こ
こでいう第三者は、解除の対象となった契約関係を前提として、これが解除されるまでの間に、契約の目的
物について別個の新たな権利関係を取得した者をいう。

●売買契約がいったん締結された後に売買契約が合意解除となった場合、管理組合は民法545条１項にいう
第三者にはあたらない。

●時効は、当事者が援用しなければ、裁判所がこれによって裁判をすることができないのであり、当事者が時
効の援用をせずに判決が確定した場合には、消滅時効の主張はできなくなる。

●消滅時効に関し、確定判決によって確定した権利については、10年より短い時効期間の定めがあるもので
あっても、その時効期間は10年となる。

今回のポイント

4． まとめ

図表　管理費債権の時効消滅

管理費債権の発生

時効期間
の経過

時効を援用できる。
援用しなければ
裁判で時効は
考慮されない

判決が確定すると時効期間は、
判決確定から10年間となる

５年 訴訟での審理 判決の確定
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山崎 信義
1993年税理士試験合格。2001年タクトコンサルティング入社。相続、譲渡、事業承継から企業組
織再編まで、資産税を機軸にコンサルティングを行う。東京商工会議所「事業承継の実態に関する調
査研究会」委員（2014年）等歴任。著書に『ポイント整理　不動産組替えの税務Q&A』（2016年１
月、大蔵財務協会）など多数。

　個人が相続で取得した空き家を取り壊し、その敷地を譲渡した場合の「所得税の譲
渡所得の特別控除の特例」について、亡くなった人（被相続人）が相続の開始直前に老
人ホームに入居していた場合の取扱いを教えてください。

　この特例の適用対象となる「被相続人居住用家屋」（後述２.参照）は、相続開始の直前に被相続人の居住の用
に供されていた家屋であることが要件とされますが、令和元年度の税制改正により、被相続人が相続開始の直
前に老人ホームに入居していた場合であっても、一定の要件を満たすことにより、この特例の適用が認められる
ようになりました。

Question

Answer

税理士法人タクトコンサルティング
情報企画部部長　税理士

被相続人が相続の開始直前に老人ホーム
に入居していた場合の「相続した空き家の
敷地を譲渡した場合の特別控除の特例」

　相続開始の直前において、被相続

人のみが主として居住の用に供して

いた家屋で、後述２.の家屋（以下

「被相続人居住用家屋」)およびその

敷地の両方を相続または遺贈により

取得した個人が、被相続人居住用

家屋を取り壊した後にその敷地を譲

渡した場合は、その譲渡対価が1億

円を超えないこと等の一定の要件を

満たすことにより、譲渡所得の金額

から最大3,000万円を控除できます

［租税特別措置法（措法）35条3項2

号］。これが「相続した空き家の敷地

を譲渡した場合の特別控除の特例」

（以下「本特例」）です。

　本特例の適用対象となる「被相続

人居住用家屋」とは、以下の①～③

のすべての要件を満たす家屋をいい

ます。

①相続開始の直前において、被相続

人の居住の用に供されていた家屋

であること。

②昭和56年5月31日以前に建築さ

れた家屋（区分所有建築物を除く）

であること。

③相続の開始の直前において、被相

続人以外に居住をしていた者がいな

かった（つまり、被相続人のみが居

住していた）ものであること。

（１）改正の趣旨

　本特例の適用対象となる「被相続

人居住用家屋」は、前述２.①のとお

り相続開始の直前に被相続人の居

住の用に供されていた家屋であるこ

とが要件とされています。したがっ

て、老人ホームに入居中に相続が開

始した場合には、被相続人が入居前

に住んでいた自宅は相続開始の直

前に被相続人の居住の用に供され

ていないことから、被相続人居住用

家屋には該当しないことになります。

しかし、介護を受けるために高齢者

１． 特例の概要 3． 令和元年度税制改正：
被相続人居住用家屋と
その敷地等の対象の拡大

2． 被相続人居住用
家屋の意義
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●自宅が被相続人の居住の用に供されなくなった後も、相続開始の直前まで引き続きその自宅が被相続人の家
財置き場等として使用されていた場合には、前述３.（３）①の要件を満たすことから、本特例の適用対象となる
「『対象従前居住の用』に供されていた被相続人居住用家屋」に該当することになります（財務省「令和元年度
税制改正の解説」141頁参照） 。

●被相続人が老人ホームに入居したことにより、その前に居住の用に供していた家屋を居住の用に供しなくなっ
た後、その被相続人が老人ホームから親族の自宅に生活の本拠を移した場合には、前述3.（３）③下線部の
「被相続人の主としてその居住の用に供していた一の家屋」に該当しないことから、 その家屋は本特例の適用
対象となる「『対象従前居住の用』に供されていた被相続人居住用家屋」に該当しないことになります（同）。

今回のポイント

当連載について、偶数月は「税務相談」、奇数月は「売買仲介営業Q&A」となります。

が自宅を離れ老人ホームに入居し

た後であっても、一時的に元の自宅

に戻る場合や、元の自宅を家財置き

場等として使用する場合もあります。

このような場合には、元の自宅から

老人ホームに生活の拠点を完全に

移したとはいえず、元の自宅が空き

家となったとは言い切れません。そこ

で令和元年度税制改正により、被相

続人が相続開始の直前において老

人ホームに入居していて元の自宅に

居住していない場合であっても、一

定の要件を満たすときには、元の自

宅とその敷地が被相続人居住用家

屋およびその敷地に該当するものと

され、その譲渡について本特例の適

用が認められることになりました。

（２）改正後の取扱い

　本特例の適用対象となる被相続

人居住用家屋およびその敷地とし

て、「『対象従前居住の用』に供され

ていた被相続人居住用家屋および

被相続人居住用家屋の敷地等」が

含まれることになりました。

（３）「対象従前居住の用」とは

　（２）の「対象従前居住の用」とは、

次の①～③の要件を満たし、かつ後

述（４）の特定事由により相続の開始

直前において家屋が被相続人の居

住の用に供されていなかった場合に

おける、その特定事由により居住の

用に供されなくなる直前のその被相

続人の居住の用をいいます（措法35

条4項、措法施行令23条7項）。

①特定事由により、被相続人居住用

家屋が被相続人の居住の用に供さ

れなくなった時から相続の開始の直

前まで、引き続き被相続人居住用家

屋がその被相続人の物品の保管そ

の他の用に供されていたこと。

②特定事由により、被相続人居住用

家屋が被相続人の居住の用に供さ

れなくなった時から相続の開始の直

前まで、被相続人居住用家屋が事

業の用、貸付けの用または被相続人

以外の者の居住の用に供されてい

たことがないこと。

③被相続人が、後述（４）①の有料

老人ホーム等に入居等をした時か

ら、相続開始の直前までの間におい

て、被相続人の居住の用に供する

家屋が2以上ある場合には、これら

の家屋のうち、その施設等が被相続

人の主としてその居住の用に供して

いた一の家屋に該当するものである

こと。

（４）「特定事由」とは

　（３）の「特定事由」とは、次の①ま

たは②の事由をいいます（措法35条

4項、措法施行令23条6項）。

①介護保険法に規定する要介護認

定または要支援認定を受けていた被

相続人その他これに類する被相続人

が、養護老人ホーム、特別養護老人

ホーム、有料老人ホーム、介護老人

保健施設、サービス付き高齢者向け

住宅等に入居等をしていたこと。

②一定の障害者区分の認定を受け

た被相続人が、障害者支援施設等

に入居等をしていたこと。

（注）上記の要介護認定等を受けていたかどうかは、特定
事由により被相続人居住用家屋が被相続人の居住の用
に供されなくなる直前において判定します。
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被相続人が１人で
居住していた
家屋・敷地を相続

取壊し 譲渡

更地
譲渡所得
3,000 万円
特別控除の適用

被相続人が老人ホーム等に
入所していた場合も含む



契約書がない場合の
賃貸人による解約手続

江口 正夫
1952年広島県生まれ。東京大学法学部卒業。弁護士（東京弁護士会所属）。不動産流通促進協議
会講師、東京商工会議所講師等を歴任。公益財団法人日本賃貸住宅管理協会理事。著書に『不動産
賃貸管理業のコンプライアンス』（2009年８月、にじゅういち出版）など多数。

　私の父は20年以上も前から、一軒家を借家人に賃貸してきましたが、当初から賃貸借契
約書は作成されておりませんでした。このため、一定額の賃料が支払われるだけで、契約期間
も定まっていませんし、当事者に契約を解約する権利があるか否かも何も定めがありませ
ん。このたび、父が亡くなり、相続税の支払いにもかなりの資金を要したため、この建物を売
却したいと考えています。そのためには、賃借人との間で賃貸借契約を解約して、賃借人に退
去してもらう必要があります。賃貸借契約書が作成されていない場合に、賃貸人が契約を解
約するには、どのような手続きを踏めばよいのでしょうか。

　賃貸借契約書がある場合は、通常、契約期間が定められ、その場合には、賃貸人が期間内に解約することがで
きる旨の期間内（中途）解約条項がなければ期間内解約はできませんが、賃貸借の期間の定めがない場合、賃貸
人、賃借人の各当事者は、いつでも3カ月の予告をもって賃貸借契約を解約できるとするのが民法の定めです。し
かし、この民法の規定は賃貸人が賃貸借契約を解約する場合には、特別法である借地借家法により、２つの修正
があります。１つは、賃貸人はいわゆる正当事由を具備していなければ賃貸借契約の解約権が認められません。ま
た、正当事由が認められる場合でも３カ月の予告ではなく、６カ月の予告が必要とされています。この２つの要件
をクリアした場合に、賃貸人からの賃貸借契約の解約が認められることになります。

Question

Answer

海谷・江口・池田法律事務所
弁護士

　およそ契約は守らなければならな

いものです。賃貸借も契約である以

上、賃貸借の当事者には契約内容を

遵守する義務があります。例えば、期

間を定めた賃貸借契約の場合には、

当該契約期間中は、賃貸人は建物を

使用収益させる義務を負い、賃借人

は賃料を支払い続ける義務を負って

います。このため、期間を定めた賃貸

借契約は、原則として、期間内解約は

認められていません。ただし、当事者

が期間内解約ができる旨を合意した

場合に限り、期間内でも解約すること

ができるものとされています（民法

618条）。これに対し、期間を定めてい

ない契約は、そのまま解約が一切でき

ないとすると、永久に継続せざるを得

ないことになってしまいます。このた

め、民法は、期間を定めない建物賃貸

借契約の場合、賃貸人、賃借人は、い

つでも、３カ月の予告をもって賃貸借

契約を解約できるものと定めています

（同法617条１項２号）。賃貸借契約

書が作成されておらず、かつ、口頭で

も賃貸借の期間を定めていない場合

は、同法により、当事者は、いつでも３

カ月の予告をもって、賃貸借契約を解

約できるようにみえます。

　賃貸借の期間内解約に関する上記

1． 賃貸借契約の解約に
関する民法上の原則

2． 賃貸借契約の解約に関する
借地借家法上の修正
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当連載について、偶数月は「賃貸相談」、奇数月は「賃貸管理ビジネス」となります。

●賃貸借契約がなく期間の定めがないと認められる場合は、民法上は、賃貸人も、賃借人も3カ月の予告をもって
賃貸借契約を解約できると定められている。

●借地借家法が適用される場合には、借地借家法は民法の特別法であるから借地借家法が優先適用され、民法
の解約に関する規定は、賃貸人による解約の場合に限り、２つの点で修正されている。

●借地借家法が適用される場合には、賃貸人による解約の場合は、６カ月の予告が必要であり、かつ、いわゆる正
当事由を具備する必要がある。

今回のポイント

の民法上の原則は、土地賃貸借や

建物賃貸借等、借地借家法が適用

される契約においては、そのまま適

用されるわけではありません。借地

借家法は、一般法である民法の特別

法ですから、民法と借地借家法の規

定の内容が異なる場合には、借地借

家法の規定が優先的に適用されま

す。建物賃貸借契約の場合には、借

地借家法により、民法の期間内解約

の原則は次の２つの点で修正されて

います。

（１）賃貸人による期間内解約の申
入れは6カ月の予告が必要

　借地借家法27条は、「建物の賃貸

人が賃貸借の解約の申入れをした

場合においては、建物の賃貸借は、

解約の申入れの日から６月を経過

することによって終了する」と規定さ

れています。この規定により、賃貸人

からの解約の場合には、６カ月の予

告が必要ということになります。

　なお、借地借家法には、賃借人に

よる建物賃貸借の解約に関する規

定はありません。

　したがって、賃借人による建物賃

貸借の解約は前述の民法617条ま

たは618条の原則のとおりですの

で、賃借人は３カ月の予告で建物

賃貸借契約を解約することができ

ます。

（２）建物賃貸借の解約申入れには借地
借家法28条に定める正当事由が必要

　借地借家法28条は、建物賃貸借

の更新拒絶の場合と期間内解約の

申入れは、同条に定める正当事由を

具備していなければすることができ

ない旨を定めています。したがって、

賃貸人が建物賃貸借の解約をしよ

うとする場合は、いわゆる正当事由

が必要です。売却をするために賃借

人に退去を求めるという場合に、た

だちに借地借家法に定める正当事

由が認められるとは限りませんので、

多くの場合には応分の立退料の支

払いにより正当事由の具備が認めら

れるか否かが争点となります。

＜民法と借地借家法の期間内（中途）解約＞

契約期間
の定めあり

民法 借地借家法

契約期間の
定めなし

原則として期間内解約は不可。
ただし賃貸人、賃借人の一方、または双方が期
間内に解約できる旨を合意した場合は、期間内
解約ができる（民法618条）。

・期間の定めがある場合、当事者が期間満了の１
年から６カ月前までに更新しない旨の通知をし
なければならない（借地借家法26条）。
　

賃貸人、賃借人は、いつでも解約の申入れをす
ることができ、建物の場合は３カ月の予告をもっ
て契約を解約できる（民法617条１項２号）。

・賃貸人が建物の賃貸借の解約の申入れをした
場合、賃貸借は、解約の申入れの日から６カ月を
経過することによって終了（借地借家法27条）。
・賃貸人が建物の賃貸借の解約をしようとする場
合は、正当事由が必要（借地借家法28条）。
・賃借人による建物の賃貸借の解約規定はなし
→民法適用により３カ月の予告で解約可。　
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賃借人

賃借人

３カ月前の予告

３カ月前の予告

３カ月前の予告（民法）

６カ月前の予告＋正当事由
賃貸人

賃貸人

※実務では、     が適用される。
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不動産取得税と固定資産税
税その他１～税法～

　税法からは毎年２問（地方税から１問、国税から１問）出題されます。過去の出
題傾向や難易度からして、受験生としては２問中１問の正解を目指すのが現実的
です。２問中１問を正解できるようになるためには、まずは地方税（不動産取得税、
固定資産税）の出題ポイントを押さえましょう。

宅建士講座
宅建士試験合格のコツ

Vol.13

宅建士講座
宅建士試験合格のコツ

Vol.13

（１）不動産取得税とは
　不動産取得税とは、不動産を取得し
た者に対して、その不動産の所在する都
道府県が課税する税金をいいます。土
地の取得と家屋の取得に対して課税さ
れます。主な注意点は、右記のとおり。

（２）住宅・宅地等の取得に対する課税標準の特例
　取得した不動産が新築住宅（床面積50～240㎡）である場合は、課税標準に関し１戸につき1,200万円を控
除する特例措置が定められています。例えば、取得した住宅の固定資産課税台帳上の価格が2,000万円であった
場合、そこから1,200万円を控除した800万円が課税標準となるのです。住宅について不動産取得税の負担を軽
くすることによって、国民が住宅を取得しやすくするための措置です。中古住宅（既存住宅）についても、同様の特例
措置があります（築年数によって控除額が変わる）。
　宅地等※の場合は、その取得について、課税標準が固定資産税台帳価格の２分の１になる特例があります。

（３）税率
　不動産取得税の税率は３％（ただし住宅以外の家屋は４％）です。

（４）住宅用地の取得に対する税額の減額の特例
　一定の要件を満たす住宅用土地については、税額
から一定の減額をする措置がとられています。住宅の
敷地については税額の部分でも減税措置がとられて
いるわけです。

不動産取得税

固定資産税

（１）固定資産税とは
　固定資産税とは、固定資産（土地、家屋、償却資産）を保有する者に対し、その固定資産が所在する市町村が課
税する税金をいいます。
　原則として、毎年１月１日（賦課期日）現在において、固定資産課税台帳にその土地、建物、償却資産の所有者
として登記・登録されている者（現実の所有者とは限らない）が納税義務者となります。例えば、Ａ所有の土地をＢ
に対して、１月２日に売却して所有権が移転・登記した場合でも、１月１日現在の所有者はＡである以上、その年
の固定資産税の納税義務者はＡとなります。

住宅・宅地等は一定
の要件を満たせば、課
税標準が控除される

土地および
住宅は3％

住宅用地は一定の要
件を満たせば、税額
の減額措置がある

課税標準 税　率 税　額
＜不動産取得税算出における特例＞

↑ ↑↑

※宅地および宅地比準土地
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①不動産の取得について、登記の有無は関係ない。
②有償、無償を問わない。
③相続、合併などの所有権移転が形式的なものについては課税されない。
④家屋の増築、改築により家屋の価格が増加した場合を含む。
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植杉 伸介
早稲田大学法学部卒業。宅建士、行政書士、マンション管理士・管理業
務主任者試験等の講師として30年以上の実績がある。『マンガはじめ
て建物区分所有法 改訂版』（住宅新報出版）など、これまでに多くのテ
キストや問題集の作成に携わり、受験勉強のノウハウを提供している。

【Ｑ１】　不動産取得税は、不動産の取得に対して課される税であるので、法人の合併により不動産を取
得した場合にも、不動産取得税は課される。（H28年　問24）

【Ｑ2】　住宅用地のうち小規模住宅用地に対して課する固定資産税の課税標準は、当該小規模住宅用地
に係る固定資産税の課税標準となるべき価格の３分の１の額である。（H25年　問24）

【解説】 相続や合併によって不動産取得した場合
には、不動産取得税は課されない。

【解説】 小規模住宅用地（200㎡以下の住宅
用地）に対して課する固定資産税の課税標準
の特例の割合は、「３分の１」ではなく、「６分
の１」である。

こう考えよう！＜解答と解き方＞

過去問を解いてみよう！
論点の確認と
知識の定着を

（２）住宅用地に対する課税標準の特例

（３）税率
　税率は、原則として1.4％です。

（４）新築住宅に対する税額の減額の特例
　新築住宅で一定の要件に該当するものは、その住宅に
関し新たに固定資産税が課税されることとなった年度か
ら３年度間（新築の中高層耐火建築物等である住宅の場
合は５年度間）、床面積が120㎡までの部分について、税
額の２分の１相当額が減額されます。

　例えば、300㎡で900万円の価格の土地であれば、600×1/6＝100（200㎡以下の部分）に、300×1/3＝
100（200㎡超の部分）を加えた額200万円が課税標準となる。

その他の住宅用地の特例小規模住宅用地の特例

住宅１戸あたりの敷地面積200㎡以下の土地につ
いては、その固定資産課税台帳の登録価格の６分
の１の価格が課税標準となる

200㎡超の住宅用地についても200㎡以下の部
分については左記の特例が、200㎡超の部分につ
いてはその登録価格の３分の１となる

住宅用地は一定
の要件を満たせ
ば、課税標準が
軽減される

新築住宅は一定の要
件を満たせば、税額
の減額措置がある

課税標準 税　率 税　額

＜固定資産税算出における特例＞

↑ ↑
なし
↑
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ation Technology

IoTとサービス
不動産テック時代の到来

進む！業界の

化

Vol.11

　IoTがこれまでのモノと違う大きな点は、サービスとの

親和性です。これまで単機能だった製品の時代から、

サービスの一部を補完する形としてIoTが普及してきて

います。それは、モノが主役の時代からサービスが主役

の時代となる大きな転換期ともいえます。

　IoT（=Internet of Things）が

不動産業界、そして世の中を変える

のは間違いありません。皆さんに

とって、最も身近なIoTであるス

マートフォンを例にとれば、しっくり

くるでしょうか。スマートフォンは、

携帯電話が電話の機能とは別にイ

ンターネット接続の機能を持ったこ

とで、今のような魅力的な商品とな

りました。テレビは今後、地上波を受

信し放映するためのものではなく、

インターネットで番組を受信する端

末へと変わっていきます。そう、テレ

ビもIoTになってきたのです。

　モノがインターネットにつながる

ことで、様々なサービスとつながっ

ていきます。例えば、テレビがイン

ターネットにつながったことで、地

上波の番組を流すという単機能か

ら、見たいときに見たい番組を見る、

天気を見る、タクシーを呼ぶ、その

他、様々な機能が追加できます。冷

蔵庫がインターネットにつながるこ

とで、「牛乳がなくなったら届く…」

というように、自動的に特定の食材

を配達することができます。これか

らの時代、確実にビジネスの中心

は、「モノ売りではなくコト売り」に

なっていきます（図１）。

　ライナフはスマートロックを作っ

ていますが、「鍵の販売店」と表現

されない会社にしたいと思っていま

す。ライナフは、モノ売りではなくコト

身近な家電がIoTへ01

IoTによって生まれる
新しいサービス01

IoTによって生まれる
新しいサービス02

IoTとクラウドサービスの機能を使って、映像コンテンツを検索したり、
外出先からネットワークを使って録画したりすることができる

運転操作をすべてAIに任せ、車内でテレビ鑑賞、読書等ができるように
なる時代がくるといわれている

図1　IoTによる新サービスの展開 写真　車内は動くリビング
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※常時ネット接続され、最新の道路状態を取得して最適
なルートを算出したり、事故時に自動的に緊急通報した
りする機能を搭載した車。

株式会社ライナフ　代表取締役

滝沢 潔
1982年生まれ。神奈川県出身。三井住友信託銀行で資産運用相談、
不動産投資セミナーの講師などに従事した後、不動産向けシステム開
発会社の株式会社ライナフを設立。不動産投資を24歳から始め、４棟
のビル・マンションのオーナーとなる。１級FP技能士、一般財団法人不
動産テック協会理事、不動産証券化協会認定マスター。 

売り、つまりサービスを提供するこ

とに主眼を置いています。そして、多

くのIoT企業は、それを意識した

サービス作りをしています。

　例えば、スターバックスは、創業

当初から「美味しいコーヒー店」を

目指したわけではなく、「居心地の

良い空間」の提供を軸にしていま

す。その対価のとり方が、コーヒー

代です。車メーカーも、「車の製造

会社」ではなく、「運転する楽しみと

居心地の良い移動空間」を提供の

軸にして、製品開発やブランディン

グをしています。そして、車のIoT化

は、コネクテッドカー※と呼ばれ、急

速に開発が進んでいます。車がIoT

化すると、それは従来の概念である

モノとしての車ではなく、「移動する

空間」としての移動サービスに近い

ものになります。運転は人の手を使

わずに自動になり、移動中にはテレ

ビを見たりご飯を食べたりできるよ

うになります。まさに「動くリビング」

のようなものですね（写真）。

　IoT化とは、すなわち機能単体で

販売していたモノ売りから、サービ

ス中心のコト売りへのビジネスモデ

ルの転換を指しているのです。しか

しながら、IoTが一般的になってき

てからまだ日が浅く、主戦場である

はずのサービス側のラインナップは

イマイチです。上記の例で挙げた、冷

蔵庫＋食材配達も、実証実験レベル

であり、本格的にスタートはしていま

せん。その結果、IoTというと、スマー

トスピーカーで照明を操作したり、

遠隔でエアコンや風呂が操作でき

たりする（ある意味安直な）サービス

のイメージがつき始めてしまってい

ます。これまで、モノ作りに一生懸命

だった企業が、突然サービスを作れ

と言われても難易度が高く、どうして

もわかりやすいサービスしか生まれ

ていないのが実情です。

　また、「IoTはデータビジネスであ

る」と言う人も多いです。「センサー

などのモノから上がってくるデータ

こそが、最も価値があるのだ！」とい

うご意見です。間違ってはいないの

ですが、手段と目的を取り違えてい

ると思います。センサーから上がっ

てきた情報を、どう使うか考えるの

ではなく、こういうことを調べたいか

らデータを集めるためにセンサーを

付ける、という順番で考えないと、ビ

ジネスとして成立しません。よくご相

談をいただく案件で、「こういった

データがセンサーから集まるので

すが、よい使い方はありませんか？」

というものです。正しくは、「こういう

ことを把握したい（例えば、顧客の

動きや目線等）から、どういうセン

サーを付けてどういうデータを集め

ればよいか？」の順番で考えない

と、失敗するということです。

　逆に言うと、IoTでの成功法則が

まだ多く生まれていない分、ビジネス

チャンスも多いということになります

（図２）。次回は、IoTとビジネスチャン

スについてお話をしたいと思います。

データの活用03

センサー等を搭載した複数のIoT機器から得られた情報を集約することで、様々な情報が集まり、
ビジネスチャンスにつながる

図２　クラウド等へのデータの蓄積
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esearch 下水道の公設桝の調査の仕方

不動産物件調査技術の基礎 ～役所調査編～
Vol.13物件調査のノウハウ

　こんな事例がありました。「敷地内に公設桝があったので、本下水であると重要事項説明をして取引をしたとこ
ろ、その建物は個別浄化槽使用中だった」。その後、弁護士に依頼をして、宅建業者が浄化槽の汲み取り費用の
20年分を買主に支払い、トラブルを処理しました。役所調査の中で、排水設備に関するトラブルがあるので、下
水道について具体的に述べます。

　市区町村のマークのある汚水桝

は、通常、公設桝（市区町村管理の

桝）ですが、汚水桝の蓋は誰でも入

手が可能なため、そのマークだけで

は確かな情報ではありません。市区

町村が管理していない私設の場合

があり、その場合は本管に接続して

いないため、使用ができないこともあ

ります。図面と現地とが異なるとき

は、下水道維持管理担当課で、「下

水道施設平面図には記載はありま

せんが、現地には市区町村のマーク

のある公設桝があります。使用できる

ものかどうかを教えてください」と聞

きます。一定の日数を要しますが、役

所側で現地調査をした回答がもらえ

ます。しかしその際、売買契約締結日

が近く、役所の現地調査の回答が間

に合わないときは、最悪の事態を想

定して、重要事項説明では「この桝

は使用できない」と説明したほうが

いいでしょう。都合のいいほうに解釈

して説明すると、不動産トラブルにな

ります（ポイント１・２）。

　下水道施設平面図に公設桝が記

載されているのに現地にない場合

は、まず下水道の供用開始時期を調

べます。供用開始日以後に新築され

た住宅であれば、下水道に接続され

ている可能性が高くなります。そし

て、この住所番地で、「下水道使用料

が発生したことがありますか？」と聞

きます。「使用料金が発生したことが

あります」という回答であれば、現

在、本下水使用中であることがわか

ります。その場合は、宅地内のどこか

に公設桝があるはずなので、下水道

維持管理担当課に行き「公設桝を発

見できないので、確認をしてくださ

い」と頼んで探してもらいます（ポイ

ント３・４）。

　下水道施設平面図に公設桝の記

載はなく現地にも公設桝がない場

合は、まず下水道維持管理担当課

で下水道供用開始区域内であるか

否かを確認します。区域内であれ

ば、供用開始時期を聞きます。更地

の場合、供用開始時期以前から分

筆されずに現在の宅地のままである

ときは、公費による公設桝設置工事

をしてもらえる場合があります。また、

供用開始時期には、市区町村は一

宅地に公設桝を１個ずつ設置しま

すが、当時、何らかの事情で設置し

なかった宅地があります。設置工事

は、年間予算の関係で数カ月先にな

ることもありますが、知っていると役

に立ちます。

 下水道使用の有無がわからないと

きは、下水道料金課で、「下水道使

用料は発生していますか」と聞きま

す。料金の内容等は個人情報です

が、「発生している」ときは、「下水道

使用履歴」があるので、「下水道使用

可能物件」となります。

　受益者負担金は、すでに、清算済

＜第一＞現地に公設桝が
あるのに下水道施設平面図
に記載がない

＜第二＞下水道施設平面図
に記載があるのに現地にない

＜第四＞下水道の使用履歴
の調査

＜第五＞受益者負担金の
有無の調査

＜第三＞下水道施設平面図
にも現地にも記載がない
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不動産コンサルタント

津村 重行
昭和55年三井のリハウス入社。昭和59年に不動産物件調査業（デューデリジェンス業）に注目し、消費者保護を目的と
した不動産売買取引の物件調査を主な事業とする有限会社津村事務所を設立。研修セミナーや執筆活動等を行ってい
る。著書に『不動産調査入門基礎の基礎４訂版』（住宅新報出版）などがある。

みの宅地もあれば、未払いの宅地も

あります。この負担金の額は、市区町

村ごとに異なりますが、市街化区域

は１㎡当たり160円、市街化調整区

域は１㎡当たり230円などと金額が

定められ、一筆の土地の面積に応じ

て賦課される地域が多いので、料金

課で聞き取り調査をします。

　冒頭の事例の対策は、建物があ

れば建物の周囲を歩き、建物の外壁

コンセントからコードで接続されて

いる浄化槽ポンプの有無を調べま

す。浄化槽ポンプは電気で動いてい

ます。中のバクテリアが死なないよう

にポンプで空気をかくはんしていま

す。手に触れて振動があれば、「現

在、浄化槽使用中」「本下水は未接

続」です。冒頭に述べた話は、「公設

桝は設置されていても、未接続のま

ま個別浄化槽使用中だった」という

事例です。

＜第六＞宅地内か敷地入口
付近に公設桝がある場合に
本下水と思い込むトラブル

＜第一の事例＞　下記の赤く囲まれた宅地には、下
水道本管からの取出しの記載はありません。しかし、
ポイント２の写真のように、現地には公設桝が設置さ
れていることがあります。

＜第一の事例＞　ポイント１の下水道施設平面図に
は、宅内用の公設桝の記載はありませんが、現地には下
の写真のように存在する場合、これが使用できる汚水桝
か否かを下水道維持管理担当課に照会することが大切
です。「市の公設桝です」「利用可能です」という市の回
答があって、初めて買主に排水設備の説明ができます。

＜第二の事例＞　下の赤く囲まれた宅地には、下水
道本管からの取出しの記載があります。しかし、ポイン
ト４の写真のように、現地には公設桝が存在しないこ
とがあります。

＜第二の事例＞　ポイント３の下水道施設平面図に
は、宅内用の公設桝の記載がありますが、下の写真のよ
うに現地には存在しない場合、「実際に、使用できる汚
水桝が現地に存在するか否か」を下水道維持管理担当
課に照会することが大切です。「市の公設桝は撤去され
ています」「利用できません」という市の回答があって初
めて、買主に排水設備の説明が可能となります。

ポイント1 ポイント2

ポイント3 ポイント4

下水道本管

この公設桝は隣地のもの

宅地

公設桝

公設桝なし
下水道本管

下水道本管から
の取り出し
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verseas マレーシアの公共インフラと

民族優遇策

海外の市況と賃貸・売買・投資状況　マレーシア編①
海外不動産事情 Vol.13

松浦 康宏
一般財団法人日本不動産研究所国際部主席専門役。不
動産鑑定事務所を経て、当研究所入所。東東京支所、東
京事業部、本社事業部で国内の不動産に係る業務を担
当後、資産ソリューション部企業資産評価室にて国内
外の企業評価、動産評価、インフラ事業に係る各種業務
を経て、現職。不動産鑑定士、不動産証券化協会認定マ
スター、米国鑑定士協会Senior Member。

　今号よりクアラルンプールを中心としたマレーシアの不
動産事情を寄稿させていただくことになりました。１回目
は、不動産市場を知る上で基礎となるエリアの特徴やイ
ンフラ、マクロ的な指標についてご説明します。

　マレーシアは13の州と３つの連邦

直轄領から構成されています。クアラ

ルンプール（正式名称はWilayah 

Persekutuan Kuala Lumpur）は

マレーシアの首都ということもあり、

連邦直轄領の１つとして、政治、商業

の中心となっています。クアラルン

プール連 邦 直 轄 領は、東 西 約

13km、南北約20km、面積は約

2 4 3 k㎡で、人口は約1 7 8万人

（2019年9月末時点）にすぎません

が、これにセランゴール州の一部お

よびプトラジャヤ連邦直轄領を含む

10の地方自治体を加えて構成され

たエリアがクアラルンプール首都圏

であり、エリア内を流れるクラン川に

ちなみ、「クランバレー」と呼ばれてい

ます。このクランバレーは東西約70

㎞、南北（最大）約80㎞、面積は約

2,800ｋ㎡、人口約800万人（いず

れも推定）の都市圏（図表１）であ

り、マレーシア政府も国家として重点

的に経済を発展させるエリアに指定

しています。マレーシアでの不動産

投資を検討する際には、まずこのク

ランバレーのエリア内で探すことが

一般的となっています。

22  月刊不動産 ｜ 2020.4

1．クランバレーの
地理的範囲

図表１　クランバレーの範囲

クアラルンプールのビジネス街

クランバレー面積 約2,800km²
クアラルンプール連邦直轄領面積 約243km²
半径15㎞の範囲（おおむね東京２３区の範囲）

地図データ©2020 Google
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　クランバレーには、クアラルンプー

ル国際空港や、国内最大の貿易港

であるクラン港があり、さらに高速

道路網も充実しており、東南アジア

の中でも屈指の公共インフラが整っ

ています。さらに、近年公共交通網も

充実してきて、すでにLRTやモノ

レール、KLIAエクスプレス（都心部

とクアラルンプール国際空港を結ぶ

路線）といった複数の都市鉄道があ

り、今後も既存路線の延長が予定さ

れています。なお、クアラルンプール

からシンガポールまで予定されてい

た高速鉄道の計画もありましたが、

2019年に首相に返り咲いたマハ

ティール首相が、隠れていた連邦債

務の発覚を理由に、2020年５月末

まで建設計画の是非の判断を延期

しています。

　このように、公共交通網は整備さ

れてはいるものの、クランバレーで生

活する市民の日常の足は依然として

自動車がメインとなっています。マ

レーシアは自動車保有率が高く、１世

帯で複数の車を所有することも珍し

くありません（図表２）。日常生活でも

通勤でも自動車を使うので、クアラ

ルンプールの中心エリアでは通勤時

には交通渋滞が多く発生しているほ

か、オフィスビル内にある駐車場だけ

では足りず、慢性的な駐車場不足と

なっています。したがって、マレーシ

アではコンドミニアムと同様に、駐車

場への投資も行われています。

　マレーシアは多民族国家であり、

主としてマレー系、中華系、インド系

の民族から構成されています。人口

の約60％を占めるのはマレー系で

すが、中華系などの非マレー系が富

を支配してきた歴史的背景から、マ

レー系と非マレー系の民族間には

経済的な格差があり、民族間の対立

が絶えませんでした。マレーシアの

歴代政権にとって、民族間の融和は

重要な政治方針でしたので、その対

立の根幹にある経済格差を解消す

るために、1971年にマレー系に対す

る各種の優遇策（ブミプトラ政策）が

発表されました。ブミプトラ政策はそ

の内容は変わりつつも、政策自体は

今日に至るまで続いています。当該

政策は雇用や教育、税金面における

優遇のみならず、不動産マーケット

にも及んでおり、コンドミニアムの開

発においては、基本的に一定割合の

住戸をマレー系のために設置し、さ

らに当該住戸をマレー系でも購入で

きるように割安にすることが要請さ

れています。

　このように、ブミプトラ政策は特定

の民族を優遇する政策ですので、中

華系やインド系からの一定の反発は

あるものの、他の多民族国家での武

力衝突に見られるような大きな民族

間での対立は発生していません。そ

の理由としては、マレー系はもともと

争いごとを好まない穏やかな民族で

あるとされ、そのマレー系が多く住む

マレーシアに、後から加わった中華

系もインド系も、先住であるマレー系

と交流しながら、その寛容性を受け

継いでいるためといわれています。

　次回以降は具体的な不動産マー

ケットの状況について説明させてい

ただきます。　
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2．公共インフラと
自家用車

3．ブミプトラ政策と
マレーシア人の国民性

出典：Road Transport Department等をもとに当研究所作成

図表２　自動車保有台数と世帯当たり保有台数

クアラルンプール近郊を走るKTMコミューター
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新機能満載！
ラビーネット

のご紹介

　令和２年４月１日施行の民法改正により、全日では重要事項説明書や契約書

を利用する際の注意点をまとめています。

　各契約書の詳細な変更点については、『月刊不動産』令和２年１～３月号

P.24～25または「ラビーネット」内に添付されている「新民法版居住用賃貸

借契約書の主な改正点の解説資料」をご確認ください。

Ⅰ.重要事項説明書・契約書利用時の注意点と改正点の解説資料

◆民法改正に伴う各種重要事項説明書・契約書の利用
　令和２年４月１日に行われた民法改正により、重要事項説明書・契約書・関係書式については、新民法対応書式を利用する

必要があります。

　旧民法対応書式を利用して契約取引等行った場合、トラブルが発生するおそれがありますので、利用しないようお願いい

たします。

１．契約書・書式集（ダウンロード版）

　Excel版やWord版の重要事項説明書・契約書をパソコンにダウンロードして利用している場合、保存しているファイルは

旧民法対応書式の可能性があります。必ず新民法対応書式のファイルであることを確認の上、ご利用いただくとともに、常に

最新版の書式をご確認いただくようお願いいたします。

○新民法対応書式ファイルと旧民法対応書式ファイルの見分け方

（１）ファイル名で見分ける

　新民法対応書式は、ファイル名が「○○-1」や「○○-2」のように、「書式番号 － 数字」形式となっています。

　※例　旧：11.一般仲介用／土地／売買代金清算（測量）

　　　　新：11－１.一般仲介用／土地／売買代金清算（測量）

（２）フッターで見分ける

　各書式のフッター部分に「（公社）全日本不動産協会 '2004」と記載があります。書式を開き、印刷プレビュー画面の右下

をご確認ください。上記フッター以外は旧民法対応書式ファイルになります（2020年4月1日現在）。

　ご利用の際はお間違いのないようにお願いします。

【印刷プレビューの開き方】（バージョン等により文言や画面が異なる場合があります）

①Excel版やWord版の該当ファイルを開き、画面左上の「ファイル」をクリック

②印刷をクリック

③印刷プレビューが表示される。プレビュー画面右下を確認

書式のご確認を
お願いします！

民法改正に伴う
各種重要事項説明書・契約書の
ご利用に関する注意点

ハイフン
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　全日では、新民法対応版の各種契約書の主な改正点に関する解説資料を作成しました。重要事項説明書や契約書を作成する

際にご利用ください。

　解説書は、（１）ラビーネットのトップページと（２）契約書・書式集（ダウンロード版）トップページの新着情報に掲載しています。

（１）もしくは（２）からダウンロードし、閲覧できます。

２．ラビーネット契約書類作成システム（クラウド版）

　ラビーネット契約書類作成システム（クラウド版）の旧民法対応書式で作成した書式については、令和２年４月１日以降に「既

存書類の呼出」から該当書類を選択すると、自動的に新民法対応書式に移行する仕組みになっています（旧民法対応書式に入

力した項目で、新民法対応書式と同一の項目については、入力内容が移行されます）。

　新民法対応に伴って増えた項目や変更となった条文があるため、利用する際には必ずご確認の上、ご利用ください。

　なお、一部の賃貸借契約書式については、連帯保証人型・家賃債務保証業者型・併用型の選択をする必要があります。

　詳細については、ラビーネット契約書類作成システム利用の際に説明画面が表示されますので、ご確認ください。

◆新民法対応版各種契約書の主な改正点の解説資料について（再掲）

（１）ファイル名が「51－１.」のように「書式番号 － 数字」形
式になっているのは、新民法対応書式

（２）フッター部分が「（公社）全日本不動産協会 '2004」と
なっているのは、新民法対応書式

（１）ラビーネットトップページ「民法改正対応全日版契約書
の主な改正点の資料」をクリック

（２）契約書・書式集（ダウンロード版）トップページの新着
情報の「※新民法版居住用賃貸借契約書の主な改正点の
解説資料はこちら」をクリック

ハイフン
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姫路支部忘年会を実施

REPORT

REPORT

「大阪にリトルカゴシマがやって来る」
～新しい暮らしを見つけに行こう～
移住・交流セミナー in 大阪に参加

鹿児島県本部の出展ブース

ふぐ鍋、すっぽん鍋に分かれて、冬の味覚を堪能 1916年創業の「姫路瓢亭 本店」で行われた忘年会

参加自治体による鹿児島県の紹介をはじめ、トークイベントも
実施された

鹿児島県内の11の自治体が移住相談に対応

Activity Condition
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地方本部の動き

　鹿児島県本部は、11月30日（土）に大阪アプローズタ
ワーで開催された鹿児島県主催の移住・交流セミナーに
協力団体として参加しました。
　鹿児島県内の11の自治体が各々ブースを設け、地域
の魅力を紹介したり移住の相談を受けたりしました。
　個別相談会では山下泰彦理事が、移住・帰郷に関心

のある方々にラビーネット不動産の利用方法を紹介しま
した。参加者からは「住んでみたい土地の相場を知るこ
とができた」「今後、移住を考える際の参考にしたい」な
どの感想をいただきました。
　そのほか、先輩移住者のトークライブや鹿児島名物の
茶節のふるまいもあり、大変にぎわいました。

　兵庫県本部姫路支部では、12月２日（月）に創業100年を超える老舗「姫路
瓢亭 本店」で忘年会を行いました。今年は募集人数を超える27名の参加があ
り、「ふぐ」「すっぽん」に分かれて鍋料理等の食事を楽しみつつ、会員同士の親
睦を深めました。
　ご参加いただきました皆様、大変お疲れさまでした。ありがとうございました。

兵庫県本部

鹿児島県本部



REPORT

青年部 古角部長 総務委員会 大山委員長 青年部 平石副部長 会員関係者と出展企業を合わせて100名が参加した「名刺交換・情報交換交流会」

中西理事長へ寄付をする古我なにわ南支部長

2020.4 ｜ 月刊不動産  27

大阪府本部 青年部主催
「令和元年度第２回名刺交換・情報交換交流会」を実施

大阪府本部

　大阪府本部青年部では、50歳以下の会員関係者を
対象に「名刺交換・情報交換会」を継続的に開催してい
ます。令和元年11月５日（火）午後６時より、OMMビル会
議室にて第２回名刺交換会を開催しました。当日は、会
員関係者と出展企業を合わせて100名に参加いただき、
皆様の積極的な名刺交換や情報交換により、会場は談
笑と活気にあふれていました。初めて参加された方のみ
ならず、３回以上参加された方も多く、リピーターの多い
有意義な交流会になっています。
　また、今回は不動産業に関連する企業６社（イーブ
ロードコミュニケーションズ株式会社、株式会社いい生
活、株式会社シーピーユー、日本郵便株式会社、パナソ
ニックホームズ株式会社、株式会社タカラレーベン）に出

展いただき、参加者との名刺交換や情報交換が行わ
れ、参加者からは「新たなつながりを持つことができ満足
できた」との感想をいただきました。
　青年部は、会員関係者のニーズやビジネスにつながる
よう、当日の準備から運営・進行、参加者へのバックアッ
プに積極的に努め、参加者から高い評価をいただいて
います。引き続き本事業を継続し続け、会員業者の発展
に寄与できるよう取り組んでまいります。

　大阪府本部なにわ南支部は、令和元年７月６日～７月８日に開催され
た「七夕のゆうべin四天王寺」に協賛し、ブースを出店いたしました。そ
の売上金を11月15日（金）に児童養護施設四恩学園に寄付いたしまし
た。四恩学園は家庭の事情で両親と一緒に暮らすことが困難な20歳ま
での子どもたちが共同で暮らす施設です。なにわ南支部では、同学園
に対して少しでも協力したいと考え、寄付を行いました。
　四恩学園への寄付にご協力いただける方がいらっしゃいましたら、
以下の連絡先までお問い合わせください。
児童養護施設　四恩学園／TEL：06-6771-9360　FAX：06-6771-2313

TOPIC

七夕のゆうべ　in 四天王寺ブースの出店売上げを
児童養護施設四恩学園へ寄付
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新入会員名簿Initiate Member
［令和2年2月］

北海道

岩手県

福島県

栃木県

埼玉県

千葉県

東京都

ヴォルテックス　株式会社

株式会社　オーエス

みんなの不動産

株式会社　アスエステート

株式会社　そらいろ

株式会社　渡昭建築企画

株式会社　三木ハウス

Ｎ．Ｃ　ＨＯＬＤＩＮＧＳ　株式会社

株式会社　彩の国Ｈｏｍｅ’ｓ

ＪＰホームズ　株式会社

株式会社　原田地所

株式会社　ベルカリーナ

株式会社　ワカナ開発

株式会社　エス・ティー

株式会社　ＨＯＵＺＺ

令和住宅　株式会社

株式会社　ＡＩホームズ

株式会社　アウリイ・プランニング

株式会社　ＡｏＹａｍａ

株式会社　アッセンブル

ａｐｐｒＡＩｓｅ－ｆａｃｔｏｒｙ　株式会社

株式会社　いえともハウジングサービス

株式会社　イマジン・トラスト

Ａ＆Ｊ　株式会社

株式会社　ａｇｅｓｔ

株式会社　ＳＴカンパニー

株式会社　Ｎセレクト

ＭＥマイホーム計画町田　株式会社

株式会社　Ｌ＆Ａマネジメント

ＫｉｎＴｅｃｈ　株式会社

クルヴァ　株式会社

株式会社　クレストライフエージェンシー

株式会社　グローバルアジアパートナーズ

グロービック　株式会社

株式会社　クワヤマトラスト

株式会社　サンコート

株式会社　ＧＥＮＺ

ジョイリアルエステート

スクウェアド・マネジメント　株式会社

株式会社　スタートライン

株式会社　正奇

株式会社　ＺＥＲＯ

株式会社　Ｓｏｌ　Ｌａｂｏ

株式会社　Ｄ＆Ｔ

株式会社　Ｔ－ＢＲＩＤＧＥ

株式会社　テクオスジャパン

株式会社　東京サクラエンタープライズ

株式会社　東京賃貸不動産

徳川商事　株式会社

株式会社　トラスト・ワークス

株式会社　ハウジングパレット

株式会社　ＢＡＣＫＢＯＮＥ

ハナブサマネジメント　株式会社

播磨坂不動産　株式会社

ＢＡＭ　株式会社

札幌市

札幌市

札幌市

盛岡市

福島市

郡山市

宇都宮市

本庄市

所沢市

戸田市

さいたま市

吉川市

鶴ヶ島市

船橋市

市原市

八千代市

新宿区

港区

千代田区

杉並区

豊島区

大田区

新宿区

渋谷区

新宿区

台東区

杉並区

町田市

千代田区

港区

豊島区

板橋区

新宿区

千代田区

渋谷区

新宿区

新宿区

中央区

中央区

中央区

台東区

新宿区

江東区

品川区

渋谷区

墨田区

文京区

豊島区

台東区

千代田区

小平市

板橋区

新宿区

文京区

千代田区

伊勢市

近江八幡市

京都市

京都市

大阪市

大阪市

大東市

大阪市

守口市

大阪市

大阪市

吹田市

茨木市

大阪市

大阪市

豊中市

枚方市

大阪市

大阪市

大阪市

大阪市

東大阪市

大阪市

吹田市

泉大津市

大阪市

姫路市

神戸市

神戸市

奈良市

和歌山市

橋本市

岡山市

岡山市

岩国市

板野郡

板野郡

徳島市

高松市

宗像市

福岡市

福岡市

福岡市

合志市

中津市

別府市

薩摩郡

鹿児島市

浦添市

那覇市

那覇市

沖縄市

宜野湾市

宜野湾市

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

岡山県

山口県

徳島県

香川県

福岡県

熊本県

大分県

鹿児島県

沖縄県

有限会社　バーナル

株式会社　ネオ・ストーリー

株式会社　ESTAS

有限会社　四条堀川ビル

相和都市開発　株式会社

株式会社　イーフォワード

株式会社　Ｍ'ｓトラスト

ＡＮＧＥＬ ＲＥＡＬ ＥＳＴＡＴＥ ＣＯＮＳＵＬＴＡＮＣＹ ＪＡＰＡＮ　株式会社

株式会社　エンビルド

グローバルワン　株式会社

有限会社　コンフォート

株式会社　gps

新成開発　株式会社

株式会社　谷町建設

株式会社　ｔｏｄｏ

株式会社　豊中建商

合同会社　ドリームエージェンシー

日本住宅通商　株式会社

ハイスコアホーム　株式会社

ハウステート　株式会社

株式会社　バディエステート

みのり不動産サービス　株式会社

メゾン２４　株式会社

株式会社　モレス・リアルティ大阪

株式会社　YASUDO

合同会社　家住楽気

株式会社　ＤＫＦ

株式会社　Ｒｅａｌ　Ｅｓｔａｔｅ・ＯＺＯ

株式会社　リベルタカンパニー

有限会社　レジオン

Froots House  株式会社

株式会社　みずも

岡山あんしん不動産　株式会社

未来生活デザイン　株式会社

りんご不動産

ケイ不動産

ＮｅｘｔＲｏｏｍｓ

株式会社　ランドスケイプ

株式会社　エステート・K

楓エステート　株式会社

株式会社　ゼロワン

店舗そのままオークション福岡西エリア

本郷不動産

株式会社　アイシン商事

株式会社　Uｐ－ｔｏ

株式会社　フリア

左近允工務店

株式会社　ダイシン

株式会社　ｇｒａｉｎ

グリーンオフィスサービス

サービス産業

株式会社　サンライズ

ファーブル住宅

Ｕーアセット

新宿区

小金井市

千代田区

千代田区

世田谷区

港区

町田市

中央区

港区

台東区

新宿区

新宿区

杉並区

豊島区

横浜市

愛甲郡

相模原市

茅ヶ崎市

藤沢市

横浜市

糸魚川市

富山市

富山市

河北郡

金沢市

長野市

安曇野市

美濃加茂市

飛騨市

瑞穂市

藤枝市

富士市

名古屋市

名古屋市

瀬戸市

名古屋市

名古屋市

名古屋市

名古屋市

名古屋市

海部郡

北名古屋市

名古屋市

一宮市

名古屋市

瀬戸市

名古屋市

名古屋市

名古屋市

名古屋市

名古屋市

名古屋市

安城市

名古屋市

亀山市

株式会社　ＦＩＥＬＤ

株式会社　ＢＲＡＶＯ

株式会社　ブルーリンク

株式会社　ＢＥＳＴＲＵＳＴ

ｈｏｍｅｗｏｒｋｓＴＯＫＹＯ　合同会社

株式会社　マチカラ

ミライエ　株式会社

株式会社　モデラート

株式会社　ＹＡＮＡ’Ｓ　ｓｔｙｌｅ

株式会社　ユー・エス・ケイ

株式会社　ラフィネ

合同会社　ランド企画

株式会社　Ｌｉｂｒａ

株式会社　ロックフィールズ

Ｈ＆Ｍ不動産　株式会社

株式会社　エーアンドピーコンサルタント

株式会社　すみたい地所

宮下建設工業　株式会社

リアルソリュート

株式会社　Ｒｅｐｌｅｘ

小野萬蔵商店

全日富山　合同会社

合同会社　ベルクハイム

株式会社　エイトコンサルタント

ワイズ・キャピタル　合同会社

合同会社　神田不動産開発

ろくざん不動産

株式会社　キョーユー

古川製材　株式会社

株式会社　文正

コウセイ不動産

デグチハウス　株式会社

株式会社　荒川殖産

株式会社　アルバ

合同会社　Ｓａｋ

株式会社　エヌエスジーホーム

株式会社　クルーズホールディングス

ＫＲＤコンサルタント　株式会社

株式会社　ＫＯＵＳＥｉ

ＣＲＥ　株式会社

株式会社　甚目寺エステイト

有限会社　ショードー

株式会社　ダンク

ＴＴＨ　有限会社

株式会社　東海リーガルネットワーク

株式会社　ＴＯＹＯ

株式会社　夏

フェニックス　株式会社

株式会社　フェリーズ

株式会社　Ｆｒｅｅ　Ｓｔｙｌｅ

マリンホーム

丸十　株式会社

株式会社　明城

ユニバーサルフィナンシャルホールディングス　株式会社

株式会社　スターホーム

都道府県 市区町村 商号名称 都道府県 市区町村 商号名称都道府県 市区町村 商号名称



　政府は３月６日に「賃貸住宅の管理業務等の適正化

に関する法律案」（賃貸管理業適正化法案）を閣議決

定した。今国会に提出され、成立すれば１年以内、

2021年内に全面施行される見通し。

　サブリース契約をめぐる事案が社会問題化し、受託

管理におけるトラブルなども増加していることから、法律

による枠組みで賃貸住宅管理業界の適正化を図る。

●登録制度の創設とサブリース業の適正化

　受託管理については、現行の「賃貸住宅管理業者

登録制度」を踏襲した登録制度の創設と義務化が柱。

管理戸数が一定未満（200戸程度を想定）の事業者は

免除する。また、登録事業者の事務所に業務管理者を

置くことを求める。詳細は省令で定めるが、一定以上の

経験を持つ宅地建物取引士か賃貸不動産経営管理

士※などとする見込み。なお経過措置として、既に管理

業を行っている場合は施行後１年以内に申請すればよ

いこととする。

　サブリースについては、契約条件を明記した書面の

発行と重要事項の説明を義務化し、勧誘行為への規

制も設ける。サブリース契約で、家賃変動についての説

明不足等が散見される実態を重く見た。

　更に、受託管理とサブリースのいずれについても、違

反に対しては罰則規定が盛り込まれている。

　政府は２月28日、「マンションの管理の適正化の推進

に関する法律及びマンションの建替え等の円滑化に関

する法律の一部を改正する法律案」を閣議決定し、同

日に国会へ提出した。国による「管理基本方針」をはじ

め、管理組合による「管理計画」の認定制度、団地にお

ける敷地分割制度などの創設が柱。成立すれば、公布

から２年後に全面施行される。 

●マンション管理の基本方針を策定

　まず管理では、国がマンション管理についての基本

的な方針を策定。国土交通省告示による現行の「マン

ション管理適正化指針」は、同基本方針に組み込む形

となる。

　加えて、地方自治体の役割も規定する。施策の主体

は、基本的にはマンションの割合や数の多い都区部と

市単位を想定し、町村については県が役割を担う見込

み。各自治体は国の基本方針を踏まえ、区域内の「マン

ション管理適正化推進計画」を作成できる。

　マンションの状況は自治体によって差があるため、あく

までも任意の計画となる。同省住宅局市街地建築課の

佐藤雅課長補佐は「多くの自治体が作成してくれるよう

期待しており、当然しっかりと周知を図っていく」と語る。

　更に、自治体は管理組合に対して助言や指導、勧告

を行える。罰則規定はないものの、区分所有者へのヒア

リングなどから、例えば「積立金が不足している」「総会

が適切に開かれない」といった状況を把握し、「管理適

正化指針」に基づき対処する。

●税制優遇を検討、IT重説も

　そして管理組合を主体とした、個々のマンションの

「管理計画」制度も創設する。所定の基準に適合して

いれば行政の認定を受けられるため、管理状況の可視

化と市場での優位性につながり、住民による適正管理

のモチベーション向上が期待される。加えて佐藤課長

補佐は、「同計画認定のインセンティブとして、税制によ

る優遇も検討している」と方針を明かした。

　管理組合と管理業者の負担軽減も図る。管理受託

契約における重要事項説明書と契約時の書面につい

てはデジタル交付を認め、重説自体もIT活用が可能と

なる見込み。また、同一内容での契約更新時の重説に

ついては、組合側が説明不要と表明すれば、書面の交

付のみで可とする。

●制度改正で建て替えやすく

　マンション再生についても、新たな施策を盛り込んだ。

現行の敷地売却制度を拡充し、対象の追加に加え、同

様の枠組みで敷地分割も行いやすくする。

　現行法では耐震性不足のマンションを「要除却認

定」とし、議決権の５分の４以上の同意をもって敷地売

却を可能としているほか、建替え時の容積率特例も設

けている。そこで同認定対象として、防火性についての

建築基準法等不適合と、「外壁の剝落（はくらく）等によ

る周辺危害のおそれ」を追加。またバリアフリー性能が

確保されていない建物や、給排水管などの著しい劣化

なども加えた。

　これらのうち、耐震性不足と防火性不適合、外壁等

の剝落については、名称を「特定要除却認定」と改め、

敷地売却制度の対象とする。バリアフリー不足と配管

劣化は「要除却認定」で、敷地売却制度の対象外なが

ら、容積率特例は受けられる。

●敷地分割のハードル下げる

　これを踏まえ、「特定要除却認定」の団地型マンショ

ン等の再生へ向け、敷地分割の新制度を設ける。基本

的な枠組みは敷地売却制度と同様で、所有者等の５

分の４以上の同意により敷地を分割・売却できるように

するもの。

　現在は民法の原則により全員の賛成が必要となるた

め、敷地分割は極めて困難。国は同新制度により、敷地

分割が現実的に可能な環境を整える狙いだ。同省は

同法改正により、マンション建替え件数（1975年からの

累計）を、2018年の325件から2025年には約500件へ

押し上げるという効果目標を掲げている。

（『住宅新報』2020年３月10日号より抜粋・編集）
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定した。今国会に提出され、成立すれば１年以内、
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　サブリース契約をめぐる事案が社会問題化し、受託

管理におけるトラブルなども増加していることから、法律
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定」とし、議決権の５分の４以上の同意をもって敷地売
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けている。そこで同認定対象として、防火性についての
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ら、容積率特例は受けられる。
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ン等の再生へ向け、敷地分割の新制度を設ける。基本
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分の４以上の同意により敷地を分割・売却できるように

するもの。

　現在は民法の原則により全員の賛成が必要となるた

め、敷地分割は極めて困難。国は同新制度により、敷地

分割が現実的に可能な環境を整える狙いだ。同省は

同法改正により、マンション建替え件数（1975年からの

累計）を、2018年の325件から2025年には約500件へ

押し上げるという効果目標を掲げている。
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2020年4月1日からの改正民法の施行に伴い、売買・賃貸書式の新民法対応版書式を公開してい
ます。ダウンロード版およびクラウド版について、それぞれ下記の点をご注意の上、ご利用ください。

現行民法版の書式をご自身のPC等に保存してお使いいただいている方は、改正民法施行後の契約に際
しては、新民法対応版書式をダウンロードし直してお使いいただくようお願いいたします。法律条文が大
幅に改正されているため、現行民法版の書式をそのまま使うことはできません。

クラウド版書式
3月31日時点でクラウドシステム内に保存されている各案件の契約書類データ（既存書類を呼出から閲
覧できるデータ）は、4月1日にはすべて新民法対応版書式に切り替わります。
詳細につきましては、ラビーネット「契約書類作成システム」の新着情報でお知らせいたします。

新民法対応版書式に切り替わる
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